
１　総括

 (１) 人件費の状況（普通会計決算）

(２)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。

(３) 特記事項

特になし

(４) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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 (５) 給与改定の状況

人事委員会を設置していないため省略

２　一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在）

（注） 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (１) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

　　　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
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（２) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（　単位　：　円　）
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 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などのすべ
ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査においてあきらかにされているものである。
 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員同じベースで再計算したものである。
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１　多良木町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　

 　　統合）　　　　　

（２) 昇給への勤務成績の反映状況

毎年５月１日と１１月１日の２回実施し、人事評価による勤務実績を反映した。
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５　職員の手当の状況

（１) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

毎年５月１日と１１月１日の２回実施し、人事評価による勤務実績を反映した。

（２) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％） （２％～２０％）

千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (３) 地域手当（平成２２年４月１日現在）

支給なし

 (４) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

制度なし

- 1.50 1.50- 0.70

2.751.401.40 2.75 1.40

59.28

１人当たり平均支給額（２１年度）

多良木町 国

59.2847.50

１人当たり平均支給額（２１年度）

熊本県

0.70

多良木町

23.50

59.28

1,350

41.34

職制上の段階、職務の級等による加算措置

30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算5～15％

33.50

23.50

59.28

41.34

59.28

47.50

1,666

2.75

33.50

役職加算5～20％、管理職加算10～25％役職加算5～20％、管理職加算15～25％

国

30.55

59.28

―

１人当たり平均支給額　　　　 20,824
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 (５) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６) その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

0

千円2,122

（２１年度決算）

国の制度
との異同

支給職員１人当た
り平均支給年額支給実績

国の制度と
異なる内容

216

13,856

95

11,138

扶養手当

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

職員 １人当た り平均支給年額 （ 20 年 度決算 ）

200,811

255,333

33,682

千円 15,428

千円

0

17,700

334,500

千円

管理職特別勤務手当

同

同

夜間勤務手当

管理、監督の地位にある職
員に対して支給　総務課長
等36,000円、課長等26,000
円、総務係長16,000円

管理職手当

居住するための住宅を借り
受けている職員に対して
27,000円以内
新築又は購入の日から５年
以内の持ち家　2,500円
（平成21年11月まで）

住居手当

交通用具利用の場合距離区
分に応じて
2,000円～23,600円

通勤手当

午後10時から翌日の午前5
時までの間に勤務する職員
に、勤務1時間につき勤務1
時間あたりの給与額の100分
の25を支給

千円

千円

同
勤務1回につき12,000円を超
えない範囲で支給

総務課長等
36,000円
課長等26,000円
総務係長16,000
円

職員 １人当た り平均支給年額 （ 21 年 度決算 ）

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 12,832

112

扶養親族のある職員に対し
て支給　　　配偶者１３，０００
円　その他６，５００円

手　当　名

4,683

千円

内容及び支給単価

6,894

（２１年度決算）

同

同

異

勤務1回につき4,200円、多
良木学園は5,900円 1,593宿日直手当
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６　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

749,000円×在職年数×500/100 任期毎

597,000円×在職年数×290/100 任期毎

（注） 1 給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2

７　職員数の状況

（１)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人
人）

人
人）

人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

事務量の増
欠員補充　外

326,400

207,000

172,500

93.26
人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　
（類似団体の人口1万人当たり職員数

幼稚園の休園に伴う

（類似団体の人口1万人当たり職員数

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場
合における見込額である。
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2.75
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（２)年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

　

(３)職員数の推移

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

　　　　　　　　年　　度

　部　　門

教　　育

消　　防

普通会計計

公営企業等会計計

総　合　計

Ｈ１７

15 15 13

Ｈ２０Ｈ１８ Ｈ１９

104 106 97 91

Ｈ２１ Ｈ２２
過去５年間の
増減数（率）

13 14 12

△ 14 （△13.5％）

（△20.0％）△ 3

119 102

0 0 0 0

121 110 104 102

15 16 15 16

134 137 125 120 △ 17

（△14.3％）

117 （△12.7％）

(　　　0%）

0

△ 17

0

117

(　　　0%）

未満

人

～ ～

３９歳

４０歳 ４５歳

４４歳

～ ～

16 1170719 21

15

一般行政

職員数
1

２９歳 ３４歳

～ ～

５０歳

人人 人 人

３５歳

7 14

人

9

～

人 人

３０歳

区　分

２４歳

～

20歳20歳 ２５歳

人

５５歳 60歳

５９歳

人

計

以上

23

人

４９歳 ５４歳

(単位：人・％）

15

88 90
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〜
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〜
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〜
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８　公営企業職員の状況

　(１)　上水道事業

  　 ① 職員給与費の状況
ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（参考）類似団体平均
一人当たり給与費

千円

　（参考）

給与費 　　 B/A

一人当たり

20年度の総費用に占
める職員給与費比率

6,567

　　　　千円

職員給与費

Ａ  

546,495

総費用に占める

％

12.0

多 良 木 町

給　 料

区　　分 総費用

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

2１年度

職員手当

千円

22,221

Ｂ　

3,340

期末・勤勉手当

9.2

13,477

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

千円

366,719

平均月収額

274,967

千円

45.6

33.9

基本給

　　　　　千円 千円

平　均　年　齢

事 業 者

団 体 平 均

4,4923 9,542 595

373,078

１人当たり平均支給額（２１年度）

　　　　　　区　　分

146,220

区　　分

人

職員数

　　　　　　Ａ

2１年度

1,113 1,610

役職加算5～15％ 役職加算5～20％、管理職加算15～25％

千円　

13,477

千円　

純損益又は実
質収支

１人当たり平均支給額（21年度）

団体平均

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.75 1.40

- -

多良木町

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.75 1.40

1.50 0.70
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イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％） （２％～２０％）

0 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成２２年４月１日現在）

支給なし

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

制度なし

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）  

円

円

円

円

内容及び支給単価

（２１年度決算）

支給実績一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給職員１人当た
り平均支給年額

59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 171

23.50

33.50 41.34 33.50

23.50 30.55

職員 １人当た り平均支給年額 （ ２ １年度決算 ） 57

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 258

234,000扶養手当
扶養親族のある職員に対し
て支給　　　配偶者１３，０００
円　その他６，５００円

同 234 千円

手　当　名

千円 144,000

通勤手当
交通用具利用の場合距離区
分に応じて
2,000円～23,600円

同 48 千円 24,000

住居手当

千円同

144

居住するための住宅を借り受け
ている職員に対して　　27,000円
以内　　新築又は購入の日から５
年以内の持ち家　2,500円（平成
２１年１１月まで）

同

00管理職手当

管理、監督の地位にある職
員に対して支給　総務課長
等36,000円、課長等26,000
円、総務係長16,000円

職員 １人当た り平均支給年額 （ ２ ０年度決算 ） 86

（２１年度決算）

15,625

多良木町 団体平均

30.55

41.34

59.28

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　
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